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1．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品は移動平均法による原価法を採用しています。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 建物及び商標権は、定額法の減価償却を実施しています。

② 建物付属設備及び什器備品等は、定率法の減価償却を実施しています。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

なお、重要性が乏しい少額リース資産及び短期リース取引については通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（３）引当金の計上基準

退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上しています。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土　　　　地 294,840,000  -  - 294,840,000  

294,840,000  0 0 294,840,000  

特定資産

フィッシィング会館積立預金 9,336,863  3,115,743  5,336,944  7,115,662  

フィッシィング産業振興基金預金 29,742,331  11,968,892  11,969,111  29,742,112  

退 職 給 付 引 当 預 金 6,784,924      517,064        5,013,548      2,288,440  

受 入 保 証 金 引 当 預 金 7,420,000      - - 7,420,000  

53,284,118  15,601,699  22,319,603  46,566,214  

348,124,118  15,601,699  22,319,603  341,406,214  

財務諸表に対する注記

科　　　　目

基本財産

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計
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３．基本財産及び特定財産の財源等の内訳

　基本財産及び特定財産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

土 地 294,840,000  294,840,000   -  

294,840,000  294,840,000   0 0

特定資産

フィッシィング会館積立預金 7,115,662      - 7,115,662  

フィッシィング産業振興基金預金 29,742,112    - 29,742,112  

退 職 給 付 引 当 預 金 2,288,440      - - 2,288,440  

受 入 保 証 金 引 当 預 金 7,420,000      - - 7,420,000  

46,566,214  0 36,857,774  9,708,440  

341,406,214  294,840,000  36,857,774  9,708,440  

４．担保に供している資産

　土地及び建物430,681,373円（帳簿価額）は、1年内返済予定長期借入金2,098,000円

　の担保に供しています。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

203,178,657  67,337,284  135,841,373  

87,739,284  58,628,356  29,110,928  

2,305,859      2,238,449      67,410  

26,674,371  25,527,421  1,146,950  

8,428,038      3,627,441      4,800,597  

2,022,345      1,736,100      286,245 

298,347        0 298,347 

330,646,901  159,095,051  171,551,850  

294,840,000  

担保に供している土地・建物 430,681,373

商標権

ソフトウエア

電話加入権

合　　　　計

什器備品

科　　　　目

基本財産

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

科　　　　目

建物

建物付属設備

構築物



６．実施事業資産

　実施事業資産は、次のとおりです。 （単位：円）

フィッシング
フェスティバル

環境保全
マーク事業

模倣品啓発
事 業

釣場保護等
事 業

土 地 3,243,240 4,127,760 2,653,560 20,343,960

建 物 1,494,255 1,901,779 1,222,572 9,373,055

建 物 付 属 設 備 320,220 407,553 261,998 2,008,654

構 築 物 742 944 607 4,651

什 器 備 品 12,616 16,057 10,323 79,140

ソ フ ト ウ エ ア 0 0 0 91,365

商 標 権 973 0 0 2,713,502

合 計 5,072,046 6,454,093 4,149,060 34,614,327

2,714,475

50,289,526

30,368,520

13,991,661

2,998,426

6,943

118,136

91,365

資産の名称
当　期　末　残　高

合　　　　計
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